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研究要旨 
長引く痛みに苛まされている患者は多く、痛みが生活の質の低下や就労困難、周囲への負担

などの要因になることから、本人、家族、社会ともに大きな損失になっている。このような痛
みが長引く要因には身体的な問題だけでなく心理的・社会的な要因が関与して病態の悪化につ
ながっていることが分かっている。そのため、このような複雑な痛みの診療には、多面的な病
態分析と多角的な治療が必要されると考えられ、諸外国では集学的な診療システムで患者の分
析・治療を行なう集学的痛みセンターが実用化されてきている。そこで本研究班では我が国の
実情にあった痛みセンターのありかた（実現可能な診療体制、社会或いは医療の中での役割）
について検討し、診療体制を整え、患者病態の評価システムの確立するための研究を進めてき
てきた。現在までに、23施設で痛みセンターの構築に取り組んでおり、運動器の診療の専門家、
神経機能管理の専門家、精神・心理専門家がチームを構成して診療に当たる体制が出来た。集
学的なチームで診断分析するためにカンファレンスを定期的に行うなどして問題を共有しつつ
チーム連携する体制を構築した。今年度の研究では集中的に行う短期入院型慢性疼痛治療で取
り組んだ。その成果をまとめると、NRS、PDAS、PSEQ、PCS、EQ-5Dなどにおいて有意な改善が
みられており、集中的なチームアプローチによる治療で慢性痛の改善が得られること、満足度
も非常に良好な成績が得られていることを明らかにした。慢性の痛みを克服するためには、適
切な診断・治療がどのような痛みのタイプにどの様な治療がより効果があるのかなどについて
研究を進める必要があり、慢性疼痛レジストリのシステムを構築し、その中にICD11コードを
組み込んだ。併せて、適切に痛みを評価して治療するという観点から、定量的に感覚神経の感
作などの調査する慢性疼痛の臨床で用いることができるQSTの開発に取り組んだ。慢性に対し
て医療を適切に提供していくことが重要であり、昨年度に作成した慢性痛に対する治療の適正
化を進めるための“慢性疼痛治療ガイドライン”の普及を進めた。また同時に“慢性の痛み情
報センター”のホームページを構築して各痛みセンターの診療内容、慢性痛の教育ビデオおよ
び痛みの用語など患者・市民が痛みに自身で対応しやすくするためのコンテンツの配信システ
ムを作った。疫学研究では慢性痛の実情と医療経済的な問題を調査するために、地域コホート
を用いての慢性の痛みにかかる費用などの分析およびこれまでの研究結果から慢性痛における
プレゼンティズムの分析の予備研究を行った。 

 
Ａ．研究目的 
慢性痛は器質的な要因と心理・社会的な要

因が患者の痛みの慢性化に複合的に関わるた
め、従来の縦割り型診療アプローチでは改善
できないケースも多く、ドクターショッピン
グなど医療資源の無駄の要因となっている。
そのため慢性痛研究事業ではこれまで１）本
邦における慢性痛の現状の疫学調査（医療経
済的な面も含む）や海外での慢性痛診療体制
やその成果の調査、２）本邦の状況に適した
慢性痛の集学的診療体制の構築とその体制を
地域に普及させるための慢性痛の地域ネット
ワークモデル事業、３）慢性痛に対する治療
の適正化を進める為のガイドラインの作成、
４）国民や医療者に慢性痛を学習・理解して
もらい治療の窓口や対処法などが判るように
する為の広報（ホームページやビデオ学習ツ
ールの作成）などに取り組むなど、基盤とな 

 
る事業を進めてきた。現在は23施設において
実際的に運用可能な集学的診療を様々な形で
取り組む痛みセンターを作り、痛みや生活障
害、精神心理状態を改善させることを明らか
にしてきているが、慢性痛は総人口の
15-20％が有する国民的な課題であり、これら
の取り組みを広く国民に資する形にブラッシ
ュアップしていく必要がある。そこで、本研
究事業では慢性痛医療を担う医科（運動器、
神経系、精神心理など）の専門家に加えて歯
科や疫学研究者を集結させて、慢性痛を医療
と行政的な面から分析しやすくする為の基盤
となるシステム作りを行う。具体的には慢性
痛のレジストリの構築やそのための診断・評
価法の開発（国際分類などを基に本邦に適し
た運用法と登録方法の開発、これまでの問診
システムの見直し）、Quantitative Sensory 
Testingの開発をおこなう。また、それぞれ
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の地域で活きる集学的慢性痛診療体制（痛み
センター）を開発するために、在宅医療や内
科かかりつけ医を含めた慢性痛地域包括ケア
システムモデルを開発する。並行して慢性痛
の普及啓発を推進する為に国民向け資材提供
の場であるホームページに痛み用語、関連情
報、慢性痛医療のQ＆Aなどを充実させ同時に
慢性痛を管理するためのツール（アプリ）を
配信する。この情報発信については厚労省の
ホームページおよび認定NPO痛み医学研究情
報センターと連携しプラットホーム統一化を
図ると同時に双方向化を進める。疫学調査は
全国および地域の慢性痛疫学調査（医療経済
的な面も含める）と痛みセンターの治療満足
度調査を推進し、より国民の為になる施策を
行うための情報を収集していく。 
尚、今年度の研究については主な研究目的

である集学的慢性痛診療チームの構築、慢性
痛のレジストリの構築、客観的評価法の整理
と開発導入、疫学と国民・医療者への広報を
分科会に分けて進めることとした。 
 
Ｂ．研究方法 
B-1集学的慢性痛診療チームの構築分科会 
（リーダー：矢吹省司） 
“通常の診療システムで治らない痛み”の
課題を解決するために、痛みについて専門
性を持って最終な診療機関として見落とし
なく器質的診断・分析し、同時に心理社会
的な診断・分析したうえで集学的に治療方
針を決められる“痛みセンターシステム”
を構築する。 
1. 痛みセンターの構築治療システム 

集学的痛みセンターの構築として（カン
ファレンスやカンファレンスシートの
導入） 
運動器、神経、精神心理の専門家（医）
を集結させたシステム作りをおこなう。 

2. 入院での診療のシステム化 
現状の医療で運用可能な入院での検査
―教育―運動療法の取り組みをすすめ
る。 

3. 医科―歯科連携の推進 
(ア) 医科領域の中での歯科医が慢性痛

医療に協業するシステムの構築 
(イ) 歯科医施設において医科の関わる

必要性が在る病態の整理と改善に
向けた方策の開発 

4. 慢性疼痛診療体制構築モデル事業地
域との連携 
在宅や内科かかりつけ医も含めた慢
性痛の地域ネットワークのシステム
化と地域も含めた治療介入等のエビ
デンス作り 

5. 本邦における慢性痛診療実態の調査 
■ 調査１ 
M３医師会員、延べ26万人の医師を以下

のように層化無作為抽出し、2018年 12月
20日に調査に関する通知をメール送付し
調査を行った。 
・ 診療所           2000人 
・ 400床未満の病院  2000人 
・ 400床以上の病院 2000人 
■ 調査２ 
 痛みセンター連絡協議会の会員18機関
における慢性痛診療のリーダーに承認を得
た上で、当該施設の慢性痛診療・ケアに関
わる多職種を対象にメールで自記式質問紙
票を送付した。 

B-2レジストリ・登録開発分科会 
（リーダー：山口重樹） 

1. 診断法の検討（ICD11を参考に本邦の
状況に沿った診断システムの開発） 

2. レジストリの構築 
(ア) 物理データベースサーバーの設置 
(イ) レジストリのターゲット設定（HPV

ワクチン接種後の多様な症状を訴
える患者、その他の多様な症状患者
の診療情報収集も含めて） 

(ウ) 登録フローの作成（病院内での流れ、
その後の全体としての収集の流れ、
人員の流れも含めて） 

(エ) HPVワクチン接種後の多様な症状を
訴える患者の分析チームを作る 

B-3客観的評価法の整理と開発導入の分科会
（リーダー：松原貴子） 

安定したデータ採取が可能で、簡便かつ
汎用性が高く実臨床の診察室で標準的に検
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査・評価でき、我が国の慢性疼痛phenotype
の profile化に適するQSTを絞り込んだ。 
1. 痛覚閾値測定のQuantitative 

Sensory Testing (QST)の検討 
痛覚過敏など痛覚感受“状態”を定量
化するStatic QSTとして圧痛閾値
（pressure pain threshold: PPT），
全周圧痛（Cuff-PPT）と電流知覚閾値
（current perception threshold: CT）
を、また、中枢感作や内因性疼痛調節
系変調など疼痛調節“機能”を評価す
るDynamic QSTとして連続加圧刺激に
よる時間的加重（PP temporal 
summation: PPTS，Cuff-PPTS）を採用
した。 

2. 筋・骨姿勢の評価の方法の整理・開発 
身体所見のチェックに不慣れな医師
でも理念をもって評価可能で、診察室
で簡便にできる身体所見を整理した。
多様な運動器疼痛を想定し、運動器疼
痛治療・予防の根底となるエクササイ
ズの具体的メニューの選定に直結す
る身体所見について、松平らが関与し
た地域住民の慢性腰痛および慢性膝
痛の介入試験プロジェクトで成果上
げた手法を基軸に有意義と判断でき
る身体検査法をプールしこれらを試
用して検討した。 

3. 生理検査（神経筋伝導検査など）の疼
痛領域における使用の整理 
既存の電気生理学的な手法を用いて
定量的な評価を構築する目的に、皮内
電極を用いてAδ、C線維刺激による
脊髄誘発電位の可能性の検討を行っ
た。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

B-4疫学と国民・医療者への広報の分科会 
（リーダー：牛田享宏） 
1. 疫学調査 
(ア) 慢性痛の実態の全国調査（準備） 

慢性痛のプレゼンティズム、アブ
センティズムについての調査を行う
準備として産業医科大学藤野教授ら
の協力を得て、これまでにWFunを用
いて行ったプレゼンティズ無研究の
手法と成果について調査を行った。 

(イ) 地域ベースでの慢性痛の状態と医
療費の調査（中村裕之ら） 
石川県志賀町（人口19,698人） 

のモデル地区である土田地区、富来
地区の2地区で40歳以上の全住民
2,801人（男、1524人：女、1277人）
を対象に、記式質問紙法を用いて調
査した。有効な回答を得られ2,133
人（有効回答率76.2%；男性970人、
女1,163人；男と女の平均年齢±標
準偏差、64.5±12.6歳；65.7±13.2
歳: t検定にてp<0.05）からのデー
タから、慢性疼痛の医療費を解析し
た。 

2. 適切な診断法・治療法の評価分析 
(ア) 次期ガイドラインの準備 “慢性疼

痛診療ガイドライン”の作成を３年
後に完成させることを目的として
チームの構成とクリニカルクエッ
ションの作成を行う 

(イ) 慢性疼痛治療ガイドラインの普及 
疼痛関連学会（ペインコンソーシ

アム）会員への普及、ネット媒体へ
のアップロード、製薬企業、マスコ
ミやソーシャルメディアなどを通じ
て普及を図る。Mindsや厚生労働省
のホームページとのリンクなどを通
じての普及を図る。 

3. 慢性痛総合対策の普及・啓発 
政策研究班のホームページ
（http://www.paincenter.jp/）の整
理➡情報提供プラットホームの一元
化 

（他の厚生労働省慢性痛対策事業のホ 
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ームページ等も含めた整理を行う） 
(ア) 地域の各痛みセンターの診療（検査、

治療）状況のアップデート 
(イ) 現在の用語集の整理と痛みWiki（仮

称）の作成 
(ウ) 慢性痛の患者用Q＆Aの作成（NPO痛

み医学研究情報センター相談員の
データなどを元に作成する） 

(エ) 厚生労働省のホームページとのリ
ンクやプラットホームの一本化 

4. 患者管理用ツール（Web問診システム
アプリ）のブラッシュアップと地域ネ
ットワーク事業への普及 

5. 医療者・患者の教育ツール作成 
6. 患者相談窓口用の痛み相談マニュア

ルの作成 
（倫理面への配慮） 
本研究については、愛知医科大学倫理委員

会および研究班所属施設の倫理委員会を通し
て行っている。 
 
Ｃ．研究結果 
C-1 集学的慢性痛診療チームの構築分科会 
1. 痛みセンター治療システム 

すべての痛みセンターにおいて運動器
の診察の専門家（A1）を配置できた。21
施設で神経の機能の評価や治療ができ
る医師（A2）を配置できた。精神科医・
心療内科医（B1）については20施設で
協力が得られた。 
Interdisciplinaryな形式を取り、同じ
日に連携して診療に当たる多職種連携
（独立ユニット型）が3施設、集中参加
型の兼任によるクリニック型診療は11
施設であった。 

2. 入院での診療のシステム化 
現状の医療で運用可能な入院での検
査―教育―運動療法の取り組み。 
愛知医科大学では短期入院3泊4日

ｘ2回でのペインキャンプの取り組み
を難治性の慢性痛患者に対して行った。
この方法は下図の如く、身体的トレー
ニング（ストレッチングなども含める）
に加えてマインドフルネスなどの心理

療法や慢性疼痛の病態を理解するため
の教育などを並行して行うものである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その結果、一般的な慢性痛治療で改
善を得られなかったケースで様々な疼
痛尺度で改善が得られることがわかっ
た。 
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福島県立医科大学のチーム（星総合
病院）、大阪大学のチームにおいても類
似の取り組みを行った。 

3. 医科―歯科連携の推進 
(ア) 医科領域の中での歯科医が慢性痛

医療に協業するシステムの構築 
分担・研究協力者に歯科医に入っ

ていただくと同時に、実際に協業で
きるシステムの構築に取り組んでき
た。４施設でカンファレンス参加な
どを通して協業してきた。頭痛・口
腔顔面痛外来の担当を週二コマ造る
と同時に週二回のカンファレンスへ
の参加を実現させた。歯科から慢性
口腔顔面痛の紹介を受け、特性を活
かした外来を模索してきた（愛知医
科大学痛みセンター）。 

(イ) 歯科医施設において医科の関わる
必要性が在る病態の整理と改善に
向けた方策の開発 
1施設については地域ネットワ 

ーク事業に歯科医施設にも入っても
らうように促す試みを行い実現した
（https://aichi.paincenter.jp/re
nkeishisetu/） 

4. 慢性疼痛診療体制構築モデル事業地
域と連携 
在宅や内科かかりつけ医も含めた慢
性痛の地域ネットワークのシステム
化と地域も含めた治療介入等のエビ
デンス作りを進めてきた。この課題に
ついては２年前から進めてきており
本研究事業と並行して行われている
慢性痛地域ネットワークモデル事業
と共同で進めてきている。現在まで各
地区のモデル事業でそれぞれ地区ご
とに連携施設を増やしている。 

5. 本邦における慢性痛診療実態の調査 
M３医師会員の協力を得て行った調査 
① 慢性痛患者の平均診療時間は、一般       

的な平均診療時間と比較し、有意に
長い。 

② 5割を超える医師が慢性痛の診察や
診断治療に関し、困っている。 

③ 5割の医師が慢性痛患者への対応に
ついてのトレーニングが十分でな
い。 

④ すべての医師がトレーニングや経
験の範囲を超える慢性痛患者の治
療を求められた。 

⑤ 約8割の医師が、直近1ヶ月におい
て、慢性痛患者の診察を行っていた。 

以上の事がわかった。 
痛みセンター医療者からの調査 
痛みセンター勤務の多職種57名より

回答を得た。医師75％、理学療法士12％、
看護師11％、 臨床心理士2％であった。 
① 慢性痛診療における課題として、5

割を超えたものは「小人数しか診ら
れない（一人当たりの診療に時間を
要すため）」、「採算が取れない」、「院
内における遺体センターの理解が
不十分である」であった。 

② 痛みセンターへの紹介基準
（referral criteria）として「適
切だと思われる基準」と「実際」に
ついて尋ねたところ、乖離が大きか
った項目が3項目あった。実際に紹
介基準となっていない項目は「多職
種での評価・治療が必要である」で
あり、適切と考える医療者は少ない
ものの実際の基準となっている項
目が「患者の希望」、「診療に時間を
要す」であった。 

③ 診療やケアをフォローアップする
ために紹介可能な別の機関が「充分
にある」という回答は2％であり、
「あるが少ない」が約6割、「ほと
んどない」が3割であった。 

④ 院内及び院外からのコンサルテー
ションのニーズの度合として、「非
常にニーズがある」という回答は、
院内から約20％、院外から約40％
であった。 

⑤ 慢性痛患者への対応のトレーニン
グが十分ではないという問いに対
し、「非常にそう思う」と 回答が
約1割、「そう思う」という回答が
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約5割であった（図87）。また、回
答者全員が実践およびトレーニン
グや経験の範囲を超える慢性痛患
者の診療を求められることがある
と回答し、「非常によくある」「よく
ある」という回答は4割を超えた。 

⑥ 慢性痛患者に対する診察へ実施さ
れている アプローチについては、
独立ユニット型のアプローチが約5
割を占めた。 

⑦ 週1回1時間半以上、もしくはそれ
に相当する形で多職種が連携しな
がら運営にあたっている痛みセン
ターが6割を超えた。 

C-2レジストリ・登録開発分科会 
1. 診断法の検討 

ICD11を参考に本邦の状況に沿った診
断システムの開発を進めた。 

2. レジストリの構築 
(ア) 物理データベースサーバーの設置 

レジストリのプログラム及びそ
れを維持するためのシステム（デー
タベース・サーバー）について、使
用の実態と利便性／安全性および維
持費について分けての検討を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(イ) レジストリのターゲット設定 
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(ウ) 登録フローの作成（病院内での流れ、
その後の全体としての収集の流れ、
人員の流れも含めて） 

(エ) HPVワクチン接種後の多様な症状を
訴える患者の分析チームを作る 

 
C-3客観的評価法の整理と開発導入の分科会 
1. 痛覚閾値測定のQSTの検討 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
自覚する疼痛強度とPPTの関係 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自覚する疼痛強度とPPTSの関係 
 

今回の調査では痛みが強いものほど，
有痛部のPPT低下，TS増大を認めていた
ことから，有痛部の痛覚過敏を呈してい
る可能性が示唆された。 

2. 筋・骨姿勢の評価の方法の整理・開発 
運動器慢性疼痛患者に対する身体機

能評価として，以下の通りまとめた。
（詳細は分担者報告を参照） 

【座位】 
① Bilateral Shoulder Flexion Test 

(BSFT) 
② Bilateral Shoulder Extension Test 

(BSET)  
③ 立ち上がりテスト 
④ 指輪っかテスト 

【立位】 
⑤ Wall-Occiput Distance (WOD) 
⑥ 開眼片脚立位テスト 
⑦ 足踏みテスト 
⑧ O脚 

【仰臥位】 
⑨ SLR テスト 
⑩ Knee Extension Test (KET)Ankle 

Dorsi-Flexion Test (ADFT) 
⑪ Ankle Planter-Flexion Test (APFT) 
⑫ Active SLRテスト 

【腹臥位】 
⑬ Heel-Buttock Distance (HBD) 
⑭ Hip Extension Test (HET) 
⑮ Active HET 
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【その他】 
⑯ 痛み部位の関節運動・圧痛・腫脹

（One finger testおよび関節運
動に伴う一貫した痛みの有無／
過剰な痛み反応の有無） 

⑰ 広範囲な圧痛か否か（例：旧線維筋
痛症の圧痛点） 

3. 生理検査（神経筋伝導検査など）の疼
痛領域における使用の整理 
既存の電気生理学的な手法を用いて

定量的な評価を構築する目的に、皮内
電極を用いてAδ、C線維刺激による脊
髄誘発電位の可能性の検討を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

電気生理学的なデータではSSEPに
おいてAδ線維由来、C線維由来と考え
られる潜時において誘発電位波形を導
出することが出来た。ただ、症例によ
っては導出が困難なケースも認められ
た。 

C-4 疫学と国民・医療者への広報の分科会 
1. 疫学調査 
(ア) 慢性痛の実態の全国調査（プレゼン

ティズム、アブセンティズム関連） 
予備調査としてこれまでのデー

タの解析を藤野教授（産業医科大学）
と行った。 
疼痛と関連した慢性疾患として

リウマチと就労についての調査では
リウマチのために休職、退職、廃業
したものが45.3％、仕事は続けてい
るが身体的苦痛や周囲の無理解に悩
んでいるものが 23.6％であること
が判っている。 

プレゼンティズムについての調
査のツールとして、産業医科大学の
チームが開発した WFun はプレゼン
ティズムについて概ね下記の如くの
解釈ができることが判っている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(イ) 地域ベースでの慢性痛の状態と医療
費の調査 
頭、首、肩、肘、手、背中、腰、

股関節、膝、足、胸、腹の12部位い
ずれかの部位に慢性疼痛を有する男
112人における医療費の合計は
1,720±4,927円であった。これに対
して女219人では、1,115±3,356円
であった。年齢調整を行った結果、
男においては3つのサマリースコア
のうち、PCSと慢性疼痛の組み合わ
せにおいて医療費に対してPCSと慢
性疼痛がともに有意な関係であるこ
とが認められた。慢性疼痛において
はRCSとの組み合わせにおいては、
慢性疼痛だけ有意であった。予想さ
れる方向に医療費が大きくなること
がわかった。 

2. 適切な診断法・治療法の評価分析 
(ア) 次期ガイドラインの準備  

“慢性疼痛診療ガイドライン”の
作成を３年後に完成させることを
目的としてチームの構成を進めた。
今年度は本ガイドライン作成に係
る組織と役割について企画、監修、
編集の担当分けを行いクリニカル
クエッションの作成を行うための
勉強会として診療ガイドライン作
成オンデマンドセミナープログラ
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ムに参加した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(イ) 慢性痛治療ガイドラインの普及 
昨年度研究班で作成したガイド

ラインについては、作成にあたった
日本疼痛学会、日本腰痛学会、日本
運動器疼痛学会、日本ペインクリニ
ック学会、日本慢性疼痛学会、日本
ペインリハビリテーション学会、日
本口腔顔面痛学会の会員、日本整形
外科学会や日本麻酔科学会の方に献
本するなどして配布すると同時にイ
ンターネット媒体や企業などと連携
して普及にあたった。ガイドライン
の内容については30年度の日本ペ
インクリニック学会を始めとした学
会の講演シンポジウムで取り上げら
れ、テレビやソーシャルメディアで
取り上げられた。 

3. 慢性痛総合対策の普及・啓発 
（ホームページ）：慢性の痛み情報セ
ンターを構築した。 

・ 地域の各痛みセンターの診療（検査、
治療）の状況をアップデートした。 

・ 現在の用語集の整理の作成をした。 
・ 慢性痛の患者用Q＆Aの作成をした。 
・ 厚生労働省のホームページとのリ

ンクやプラットホームの一本化を
図った。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4. 患者管理用ツール（Web問診システム
アプリ）のブラッシュアップと地域ネ
ットワーク事業への普及 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5. 医療者・患者の教育ツール作成 
2018年 8月4－5日に行われた慢性の

痛み医療者のためのサマーキャンプ（ネ
ットワーク事業主催）に使う目的の教材
を作成した。コンセプトは 
1) 画像がしっかりと読み切れるよう

にならないといけない．X線などで
映らない。 病態について，MRIある
いはエコーなどで捉えられるの
か？など知らないといけない。 

2) 血液検査から大きな問題を除外す
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るノウハウがないといけない 
3) 理学所見から画像で得られない情

報を見つけていかないといけない 
4) 電気生理学的手法などを用いての

評価が出来なければならない。 
という観点から作成した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

目次 
1) 整形外科的評価 
2) 神経学的評価I 
3) 神経学的評価II 
4) 頭部、口腔顔面痛の痛みと評価 
5) 内科的評価① 
6) 内科的評価② 
7) 内科的評価③ 
8) 内科的評価④ 
9) 運動機能評価 

6. 患者相談窓口用の痛み相談マニュアルの
作成 

NPO痛み医学研究情報センターと協
力して相談マニュアルを作成した。 

（倫理面への配慮） 
本研究については、愛知医科大学倫理委

員会および研究班所属施設の倫理委員会を
通して行っている。 

 
Ｄ．考察 
集学的チームの構築について 
集学的なチームの有用性や必要性について

は今年度の研究でも多くの医療者が慢性痛の
診療に慣れておらず、これは特設の診療部門
の構築の必要性を示唆するものであった。 
研究班では23大学で身体の専門医（家）、神

経の専門医、精神心理の専門医（家）を集結
させてチームを構築してきた。問題点は診療
体制の必要性を理解した熱意のある人材が居
るだけでは、その展開や永続的な運営におい
て課題が多いことである。多くの大学では兼
任体制で診療を行わざるを得ず、主所属診療
科の業務が最優先されるために“痛みセンタ
ー”業務はどうしても後回しになってしまう
現状がある。その為、診療日は週一回体制、
カンファレンスについては月一回などの診療
体制を余儀なくされている施設も多い。一方
で、慢性の痛みに特化して療体制をインター
ディシプリナリーに展開できる施設では内部
でリハスタッフなどを確保して経営的な問題
を克服したりすることで人材確保や運営も永
続的にできる体制ができつつある。専従体制
を作るためには医療収入の確保が必須であり、
この体制を全国に広めるためには集学的診療
体制や認知行動療法の保険点数確保などの要
件をクリアする必要があると考えられる。 
レジストリの構築について 
従来の疼痛に対するアプローチは一つの何

らかの要因（組織学的な変化）があり、それ
を直せば痛みも改善するというスキームであ
ったが、慢性疼痛が長引く要因は、痛みが遷
延している要因が身体的な要因に加えて精神
心理社会的な要因が絡んで治りにくいスパイ
ラルに入って発症維持されていると考えられ
ている。従って、その治療を行うためのアセ
スメントにはそれに必要な病名が必要となる。
WHOとIASPではそのためにICD11の中に
Chronic Painという項目を設けて、分類を行
う試みを進めてきた。 
現在のICD11における慢性痛の大きなカテゴ
リーは 
① MG30.0 慢性一次痛（例：過敏性腸症候

群、非特異的慢性腰痛、線維筋痛） 
② MG30.1 慢性癌関連疼痛（例：慢性癌疼

痛、慢性化学療法後疼痛） 
③ MG30.2慢性術後および外傷後疼痛（例：

切断後の慢性疼痛、火傷後の慢性疼痛） 
④ MG30.3慢性二次筋骨格痛（例：持続性炎

症による慢性筋骨格痛、変形性関節症に
関連する慢性筋骨格痛） 
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⑤ MG30.4慢性二次内臓痛（例：持続性炎症
または血管機構からの慢性内臓痛） 

⑥ MG30.5慢性神経障害性疼痛（例：慢性疼
痛性多発神経障害、慢性中枢後脳梗塞） 

⑦ MG30.6慢性二次性頭痛または口顔面痛
（例：慢性口顔面筋肉痛） 

⑧ MG30.Y その他の特異性のある慢性痛 
⑨ MG30.Z 慢性痛（分類不能：

Unspecified） 
であり、これらを実践の中で使用してきたが、
通常の慢性疼痛診療ではフィットしないとこ
ろも多くあり、改善を進めてきている。現在
研究班で行ってきているレジストリについて
は患者の評価としてPDAS,HADS,EQ5Dなど使
ってきているがこれらに加えて改良版ICD11
を導入することで慢性疼痛の診断や治療に本
当に役立つものになると考えられる。レジス
トリにICD11を導入するにあたっての注意点
は例えばケガが一番最初のきっかけになって
痛みが悪循環に入り慢性疼痛になった場合、
慢性術後および外傷後疼痛に入るが、ケガ自
体が神経障害を引き起こしていれば神経障害
性疼痛も絡んでくることになり病名を考える
上ではこれを上手に併せて使っていく必要も
あり、今後は使い方についての研究をさらに
進めていく必要があるものと考えている。 
痛みの診断治療に向けたQSTの構築について 
痛みは主観的なものであるが、沢山の感覚

情報やその積み重ねが主観性を構築している
ことから、もととなった感覚情報を定性的定
量的に評価していくことが感覚神経系に働く
薬をメカニズムベースでより効果的に使って
いくために必要なこととなる。 
今回の研究ではPPTなどの変化や電気生理学
的な情報を痛みの評価に取り入れる事を推進
してきた。今後これらを上手く組み合わせる
などして行くことで将来的なより有用性の高
い評価法の開発につながるものと考えられる。 
 
Ｅ．結論 
長引く痛みに対峙するために、厚生労働研

究班では多角的に分析治療できる集学的な痛
みセンターを全国23施設で整備してきた。長
引く痛みは様々な問題を抱えているために、

新たなる分類やそれに基づくアプローチ・治
療介入の試みなどを進めていく必要がある。
またその分類を少しでも客観的な要素を含め
たものにしていくためのQSTの開発などを行
うことでより痛みの発症メカニズムの方向か
らの治療スキームが構築できるものと考えら
れる。慢性疼痛は多岐にわたる。研究事業な
どから得られた情報知見を一箇所から配信し、
医療者だけでなく痛みに苛まされている患者
（国民）が見て学んだり困ったときにその援
助的な役割を果たすことができるポータルサ
イトを更に広げていくことで慢性疼痛に苦し
む国民に資するものにできるようにしていく
必要がある。 
 
Ｆ．健康危険情報 
特になし。 
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